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日本における溜池の存在形態と動向- 『ため池台帳』(1997年時点) をもとに一 
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近年 , 溜池を地域資産と して捉える考え方や溜池の自然災害に対する防災上の意味や役割など, 農業水利施設以外の観
点から溜池が取り上げられるようになってきた。 溜池の全国的な統計と しては, 農林水産省による長期要防災事業量調査
があり, その調査結果は 「ため池台帳」 と してとりまとめられてきた。 長期要防災事業量調査は, 1997年度の調査を最後
に実施されていない。 そのため, 1997年度の調査にもとづいた 「1997年台帳」 が全国をカバーする最新のデータとなって
いる。 本稿では 「1997年台帳」 データを用いて, 溜池の数, 受益面積, 築造年, 堤体形式, 管理, 利活用について, 「1989 
年台帳」 との比較を通して, 日本における溜池の存在形態と動向を明らかにすることを目的とする。 
分析の結果, まず溜池数については全国210,769池あり, その分布は全都道府県に広がっている。 ただし, 都道府県ご
との溜池の数は地域差があり, 兵庫県の47,596池から東京都の11池とばらつきがある。 また瀬戸内海に面した県に溜池数
の多い県がみられた。 次に受益面積は, 2 ha以上の受益面積をもつ溜池の総受益面積は1,225,882haであった。 規模別の
溜池数は5-20haあるいは2-5haの規模の溜池が多い。 ただし, 40ha以上の受益面積を有する溜池は数の上では5 ,9% に過ぎ
ないが, 全受益面積の64.3% を權概している。 溜池の提体形式は, アースフィ ルダムがほとんどであり, また管理も集落
または申し合わせ組合がほとんどであった。 そして溜池の利活用については, 農業用水の利用がほとんどであり, その活
用も現状のままがほとんどであった。 なお 「1989年台帳」 と 「1997年台帳」 とを比較すると, その特徴において, 大きな
変化はみいだせなかった。 
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1 . はじめに
溜池 ' ) 研究は , 地理学 ・ 法学 ・ 農業土木学 ・ 農業経
営学の諸側面から, これまで多数の研究調査が行われ, 
優れた著書もみられる (白井 ・ 成瀬, 1983)。 溜池研究
の最も基礎的な研究は溜池の存在形態の分析である。 、溜
池の分布を全国レベルで考察した研究は, 竹内 (1939, 
a, b, c) が口高矢である。 竹内は5万分の 1 地形図から溜
池を抽出し, その全国的分布図 (北海道と沖系 を除く) 
を作成し (図 1 ) , さらにそれぞれの溜池の卓越地域に
ついて, その成立要因等について詳細な検討を行つ
(竹内, 1980)。 
た
溜池の全国的な統計と しては, 農林省が1952年 一1954 
年に調査した結果をまとめた 「溜池台帳」 がある(農林
省, 1955)。 その後, 土地改良法第 4 条の 2 の規定に基
づく 「土地改良長期計画」 の策定のために長期要防災事
業量調査が実施された。 その中で溜池も調査の対象とな
り実態把握が行われている。 長期要防災事業調査は, 10 
年に一度程度をめどに全国悉皆的に行われ, これまで
1978年度から1979年度, 1989年度から1990年度, そして
1997年度に実施された。、溜池についての調査結果は 「た
め池台帳」 としてとりまとめられ, 農林水産省 (1981) 
(溜池の調査時点が1979年 3 月31 日であることから, 以
下, 「1979年台帳」 と表す) , 農林水産省 (1991) (調査
時点は1989年 3 月31 日, 以下 「1989年台帳」 と表す) , 
農林水産省 (2002) (調査時点は1997年 3 月31 日, 以下
「1997年台帳」 と表す) が作成されている。 
長期要防災事業量調査は, 1997年度の調査を最後に実
施されていない。 その後, 2004年に台風や地震等によ り, 
数多くの溜池が被災し下流域に多大な被害が発生した
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とを受けて, 「農業用ため池緊急点検」 (2005年 4 月から
6月に受益面積2ha以上の溜池を対象とする調査, 2005 
年 9 月~ 2006年 8 月に受益面積0.5ha以上の溜池を対象
とする調査) が実施されている (農林水産省, 2006)。 
しかしながら, 0.5ha未満の溜池を含む溜池数の把握は
「1997年台帳」 が最新のデータとなっている。
「ため池台帳」 を分析したものと しては, 白井 ・ 成瀬
(1983), 内田 (2000, 2003) がある。白井・ 成瀬(1983) 
は「1979年台帳」 を, 内田 (2000, 2003) では「1989年
台帳」 ならびにそれまでの 「ため池台帳」 との比較考察
を行っている。「1979年台帳」 と 「1989年台帳」 は, 都
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図1 昭和初期における溜池分布図
出所) 竹内 (1980) より。
長期要防災事業量調査における 「ため池台帳」 の概要
資 , 、, コ 「1979 台 ]長_ 「1989:f ロ l ii台 l 帳」 
発 , - 1981 1三 1gg1 F l 1三 
占 
l l、、 1979 l三3月31日 1989 3月31日 l 三3月31 日 
対象溜池 
の 
基準 
① 1955年時点において受益面積20ha以 
上又は受益面積 5 ha以上20ha未満で 
あって堤高10m以上のため池, 並び 
に昭和30年以降築造されたもので上 
記に該当するもの。 
② ①を除く現況受益面積1 ha以上のた 
め池, ただし1 ha未満のものであっ 
ても堤高5 m以上又は貯水量 3万m 3 
以上のもので共有のものを含む。 
① かんがいを日的と して築造されl た受益面積 2 ha以上のダム等。 ただし, 河川管理施設であるも のは除く。 ② 1981年ため池台帳に上がってい たもの (受益面積 2 ha以上) で, 池と して存在し, 現在利用 されず将来も利用予定のない放 置されたため池。 ③ 受益面積 2 ha未満の農業用ため 池については, 市町村別に地区 数を調査。 
対象溜池 97, 564 68, 8531 
留池i 総数 246, 158 213, 8931 
注) 元資料で和暦が用いられている部分を, 西暦表記に修正した。 「1979年台帳」 の溜池総数の値は,
防災課による1978年 5 月の調査の値である。 
出所) 内田 (2003) , 農林水産省 (1981) , 農林水産省 (1991) , 
道府県別や市町村別の集計データが示され
溜池個体の分布については依然と して竹内
詳細なものであった。 
たに過ぎず, 
の研究が最も
「ため池台帳」 に示された集計データについて, 内田
(2000) は, それぞれ調査項目や調査対象に違いがあり, 
正確な比較は不可能の上に, 誤り と思われる値も散見さ
れると指摘している。 たとえば調査対象とする溜池は, 
「1979年台帳」 では受益面積1 ha以上を対象としている
のに対して, 「1989年台帳」 では受益面積2 ha以上を対
象と している(表 1 )。 また誤り と思われる値について, 
大阪府の溜池数を例にすると, 「1979 年台帳」 では
13,000であり, 「1989年台帳」 では6,396であった。 この
点について内田 (2003) では, 大阪府農林水産部のデー
タとの照合をもとに, 実際には 1 万以上であり, 6,396 
は誤記であると指摘している。 後述するよう に, このよ
う な例は他県でもみられる。 
農林水産省 (2002) 
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より筆者作成。 
さて本稿で考察する
に示す通りである。 
農林水産省構造改善局
「1997年台帳」の対象溜池は, 表
ここに示されるように, 「1997年
帳」 の対象は受益面積が2 ha以上の溜池 ( 溜池全体
30.2%を占める。 以下, 「対象溜池」 と表記する) で
り, 「1989年台帳」 の対象と基本設定は同じである。 
た両年次の継続性にも配慮がなされている。 よって, 
比較考察をする上で, 大きな問題はないと判断される。 
さらに市町村別の集計ではあるが, 受益面積 2 ha未満
の溜池もその数の調査がなされている。
内田 (2003) が指摘しているように溜池の総数につい
ては, 多少不正確な面が見られるが, 調査対象の 2 ha 
以上については精度も比較的高いと考えられる。 また
「1997年台帳」 の大きな特色は, 位置データを含む溜池
個体のデータがデジタルデータと してCD に納めて提供
されたこ とである。 このこ とにより GIS でそのデータ
を取り込んでi留池の分布図を作成することが可能となっ
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図2 「1997年」 台帳による都道府県別のう留池数と受益面積別溜池の割合
出所) 農林水産省 (2002) より筆者作成。 
表 2 県別の溜池数の増減 (上位 5 都道府県) 
増力[ l ,少 
全体 l 対象溜池 l 全 本 l 対象溜池 
1 広島 14, 523 l 2 岡山 1, 731 3 秋田 1, 031 4 福島 981 5 北海道 826 1 宮城 1941 2 鹿児島 120 3 三重 99 4 新潟 92 5 佐賀 81 1 奈良 -7, 902 l 2 大阪 - 6, 604 3 岩手 - 6, 459 4 滋賀 - 5, 202 5 三重 5, 201 1 兵庫 - 1, 691 2 大阪 -883 広島 - 861 4 北海道 -675 島根 62'7 
=l 1 大阪 4, 912 l 2 愛知 906 3 福島 187 4 新潟 181 5 岩手 135 1 三重 871 2 群馬 67 3 奈良 55 4 滋賀 37 5 千葉 29 1 兵庫 -5, 504 l 2 三重 - 862 3 山口 - 697 4 熊本 -314 5 岐阜 - 285 1 広島 - 1, 021 2 岡山 -657 3 兵庫 - 644 山口 - 59C 5 香川 - 39C 
注) 対象溜池は受益面積 2 ha以上の溜池。 「1979年→1989年」 の全体の値は、1978年と1989
年の間の増減の値を示す。
出所) 内田 (2003) , 農林水産省 (1991) , 農林水産省 (2002) より筆者作成。 
た。
本稿では, まず都道府県別の溜池総数での考察を行っ
た後, GIS を用いて対象溜池の分布図を作成し, 竹内
(1939a, 1980) で示された溜池分布図との比較考察を行
う。 次に対象溜池のデータを用いて, 溜池の数, 受益面
積, 築造年 , 堤体形式 , 管理 , 利活用について, 「1989 
年台帳」 との比較を中心に検討し, 今日の日本における
溜池の存在形態と動向を明らかにすることを目的とする。 
なお対象溜池の取り扱いについて, 長期要防災事業量
調査では, 「ため池地区」 という概念を用いている。 こ
れは, 1 つの受益地域を親子池のように複数の溜池で灌
概している場合があることを考慮したものである。 調査
では, 主な溜池に受益地域すべての受益面積の数値を与
え, それ以外の溜池については受益面積をゼロと して整
理がなされている。
日本全体では, 単独の溜池の地区は数の上では78.5 % 
である。 単独溜池の地区の割合は, 都道府県によって, 
かなりのばらつきがあり, それ自体も研究の対象となり
う るものである。 しかしほとんどのデータが地区単位に
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示されているこ とから, 本稿ではこの地区単位のデータ
を中心に考察を進める。 そこで, 地区単位の場合は0箇
所と示し, 池そのものの場合は0 池と示すことで区別す
る。 
2 . 溜池の数と分布
1 ) 溜池数
ここでは, まず受益面積2 ha未満の溜池を含む溜池
全体と対象溜池のみに分けて検討を行う。 1997年の溜池
総数は, 210,769池である (表1 )。1989年に比べて3,124 
池が減少し, これまでと同様に減少傾向が続いている。 
ただし, 1952/54年度から1978年までは1 年当たり約
1,700池の減少であり, 1978年から1989年のそれは約
2,900池であった (内田, 2000)。 そして, 1989年から
1997年の 1 年当たりの減少数は約400池であり, 減少の
割合は小さ く なっている。
次に対象溜池についてみると, 1979年は73,742箇所
(対象溜池のう ち受益面積2 ha以上) l 1989年は68,853箇
所, そして1997年が63,591箇所と全体と同様に減少傾向
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図 4 溜池分布 (関東・ 近畿)
出所) 竹内 (1980) と農林水産省 (2002) より筆者作成。 
であり, 対象とする溜池の前提は両者においてそれほど
差はないといえる。
「1997台帳」 では, 対象溜池についてはそれぞれの位
置 (緯度・ 経度) 情報が加えられている。 そこでそのデー
タを用いて作成した分布図が図3 である。 図3 は図 1 の
時点からみて, 50年以上の隔たりがある。 竹内が論文で
示した約40箇所の卓越地域を確認すると, ほぼ1997年の
時点でも卓越地域であることが見いだせる。 ただし, 詳
細に見てみるといく つかの地域で違いが見いだせた。 図
1 には示されなかった卓越地域と しては, 調査対象でな
かった北海道や沖系 のほか, 青森県東部, 房総半島南部, 
山梨県北部, 長野県南部, 岐阜県東部, 淡路島南部や丹
後半島西部や中国山地南部などの地域があり, 逆に図 1 
にあり図2 で示されていない卓越地域と しては, 九十九
里平野 , 大阪市域, 長崎県などがある (図 4 )。 竹内
(1980) でコメ ント されているよう に, 図 1 の作成にお
いて当時は軍事上, 要塞地域の地形図は公刊されておら
ず, そのために卓越地域が表示されていない箇所がある。 
淡路島南部などがそれにあたる (図 4 )。 
3 . 溜池の築造と堤体形式
表 3 と表5 は対象溜池について, 調査項目ごとに分類 ・ 
集計を行ったものである。 以下, 築造年, 堤体形式, 受
益面積, 管理, 利活用に関して考察を行う。 
1 ) 築造年
築造年と して最も数が多いのが, 近世以前のi留池であ
る。 その次に不明, そして1985 (昭和60) 年以降が続い
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表 3 1989年と1997年台帳にみる日本のう留池の概要
1989 1三 l ・
受l (箇所) (% )l 12, 706 (18. 5) 21, 230 (30. 8) 25, 711 (37. 3) 5, 610 (8. 1) 3, 596 (5. 2) : l l 
'ースフイルダ., 
ックフイルダ.ム 
力式コングリー
力式以外の二 
,の他 
- トダム 
ンクリートダム 
堤l 体 の 形 態 51, 993 (75. 5)l 166 (0. 2) 229 (0. 3) 91 (0. 1) 16, 374 (23. 8) 
l 702 (1.到 1, 000 (1. 5) 6, 194 (9. 0) 1, 698 (2. 5) 27, 682 (40. 2) 1, 677 (2. 4) 
29, 900 (43. 4) 
l 
l 、l 
l- l 
' l - l 
「T ' 
以前 
1-19 
20-39 
40-59 
60- 
l 17, 676 (25. 7)l 10, 520 (15. 3) 2, 547 (3. 7) 3, 507 (5. 1) 2, 204 (3. 2) 1, 585 (2. 3) 30, 814 (44. 8) 、 ノ、・」」 ;l -i= l ,:. l ' l 
1,、' 68, 853 l 
出所) 農林水産省 (1991) , 農林水産省 (2002) より筆者作成c 
表 4 1985年以降に築造 (改修) されたう留池の概要
l 一T l 主 貝 
受l 2ha未満 l 2- 5ha 5- 20ha 20- 40ha 40ha以上 l l l 價l 
'ースフイルダ. 
Iツクフイルダ
. 力式コンクリ, 
_力式以外の二 
一の他 
一_ l -
l: l トーダム ]ンクリートダム - . E E 態 l 
l 国 l 県 市町村 土地改良区 集落または申し合わせ組合 個人 その他( (不明) E l l l 「T 'l 十 l l= lロ
出所) 農林水産省 (2002) より筆者作成。 
ている (表 3 )。 1985年以降築造の溜池は全国で10,905 
箇所であった。 築造年の古い溜池については, すでに白
井 ・ 成瀬(1987) ならびに内田 (2003) において検討が
なされているので, 本稿では1985年以降の溜池に絞って
検討する。
表 4 は1985年以降に築造された溜池のデータを集計し
たものである。受益面積, 緒元形態, 事業主体について, 
表 3 に示された全体と比較すると, 両者には大きな差は
見いだせない。 1985年以降に築造された溜池は, 都道府
県別では第1 位が兵庫県の2,756箇所であり, 第 2 位は
大阪府の1,282箇所である。 兵庫県の溜池は潰廃2) が進
んでおり, 2,000箇所を超える溜池が築造されたとは考
えにくい。 そこで, 個別に溜池を検討してみたところ, 
新たに溜池が造られたものだけでなく, 改修工事を行っ
たものがほとんどであった。 したがって, 1985年以降と
示された10,905箇所の溜池は, 単に新規に築造されたも
のだけでなく, 築造そのものは古いものでも, 改修工事
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表 5 1989年と1997年台帳にみる日本の溜池の利活用
1989: i l ・ 
-,レ 67, 027 (97. 3)l 501 (0. 7) 86 (0. 1) 348 (0. 5) 59 (0. 1) 832 (1. 2) l 他 1 , l r、, :; l l -,レ 、1 l 」 ・ 」、 l l 」 l l_ l l・ -- '111 -,レl l l V ・J、 方t 」_ Etlヨー -,レ1人 l l J、 外 _未利 、l l 」 ・ 」、 , 不明 -'l l J J、 ほと, 
現状のまま 
、、事j 統合による廃止 将 廃止 
の
来 洪水調整 
公園利用 利 養魚・ 釣堀 用 用地創設 
その他 
218 (0. 3) 
564 (0. 8) 
811 (1. 2) 
694 (1. 0) 
199 (0. 3) 
141 (0. 2) 
505 (0. 7) 
合計 68, 853 l 
出所) 農林水産省 (1991) , 農林水産省 (2002) より筆者作成。 
が行われたものを多 く含んでいるという ことを前提に考
察する必要がある。 
2 ) 堤体形式
表 3 が示すよう に, 溜池の大半は , アースフィ ルダム
である。 その他(不明) を除けば, その割合は98.7%で
ある。 数の点で見ると, アースフィ ルダムは減少してい
るのに対 して, ロ ツク フイルダムや重力式以外のコ ンク
リート ダムは増加している。 すなわち, 潰廃される多く
の溜池がアースフィ ルダムであるのに対して, 新しく作
られた, あるいは改修されたダムはロ ツクフイルダムや
重力式以外のコンクリート ダムが多い。 
4 . 溜池の受益と管理
1 ) 受益面積
個々の溜池の受益面積データが得られる63,591箇所の
総受益面積は, 1,225,882haである。 1989年と比べて, 
9,357haの減少であった。 表3 が示すよう に, 受益面積
の規模別の数をみると, 5-20haの規模の数が最も多 く, 
続いて2-5haの規模となっている。 1989年と比べると, 
2 ha未満の規模が大幅に減少し, それ以外は割合なら
びに実数ともにわずかであるが增えている。 小規模の、溜
池の改廃 ・ 統合が進んでいることが読み取れる。
兵庫県をはじめ上位の府県が瀬戸内海に面しているこ
と をすでに指摘した。 それらの規模別割合をみると, 圧
倒的に 2 ha未満の溜池が多い。 一方, 北海道や東北の
県は比較的 2 ha以上の溜池の占める割合が高い (図 2 )。 
試みとして1 箇所当たりの受益面積を求めると全国の平
均は19.3haであった。 そして最も小さいのが神奈川県の
2.7haであり, 最も大きいのが沖系県の156.1haであった。 
全体と しては, 近畿 ・ 中国の府県が8 -15haであるのに
対して, 北海道や東北の県は25ha以上となっている。
また面積でみると, 最も多いのが40ha以上の規模で, 
全体の64.3% を占めている。 そして, 2-5haならびに5-20 
haは , それぞれ4.9% と18.8% となっている。 
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2 ) 管理と利活用
溜池の管理を行っている事業主体のほとんどが, 集落
または申し合わせ組合である。 その他(不明) を除けば, 
67.0% を占める (表 3 )。 ただし, 数の上では減少して
いる。 逆に増加しているのは, 国, 県 , 土地改良区であ
り, より行政が管理する溜池の増加がうかがえる。
溜池の現在の利用状況をみると, 97.0% が農業用水の
みの利用となっている (表 5 )。 1989年と比べて, その
比率はわずかに減少しているが, 農業用水つまりは灌概
が溜池の利用目的であることは, 今日でも変わりない。 
比率をわずかながら増加したのは, 「ほとんど未利用, 
不明」 の項日である。 その数が多い県は, 山形県, 山
県, 福井県, 岡山県で50箇所以上ある。 
lJ 
一方 , 将来の利用については, 「現状のまま」 とする
回答が95.6% を占め, 将来においても農業用水を中心と
した利用と存続するこ とがみられる (表 5 )。 それ以外
の利用については, コ ンマ数% の変化しかなく, 現在の
溜池が今後も今のよ う な形で利用されることが予想され
る。 
5 . おわりに
本稿では, 「1997年台帳」 をもとに, 日本の溜池の存
在形態と動向を検討した。 その結果, 以下に示す 4 点が
特徴として指摘される。 なお 「1989年台帳」 と 「1997年
台帳」 と を比較すると, その特徴において大きな変化は
見いだせなかった。
①溜池数は全国210,769池あり, その分布は全都道府
県に広がっている。 ただし, 都道府県ごとの溜池の
数は地域差があり, 兵庫県の47,596池から東京都の
11池とばらつきがある。 また瀬戸内海に面した溜池
数の多い県がみられた。 さ らにそれらの県でも, と
く に瀬戸内海に面した地域に集中している。
② 2 ha以上の受益面積をもつ対象溜池の総受益面積
は1,225,882haであった。 規模別の溜池数は5-20ha
あるいは2-5haの規模の溜池が多い。 ただし, 40ha
以上の溜池は数の上では全体の5.9 % に過ぎないが,
受益面積全体の64.3% を灌概しており灌概の上では
大規模な溜池の重要性が高い。
③溜池の形態は, アースフィルダムがほとんどであり, 
また事業主体も集落または申し合わせ組合がほと
どであった。 
ん
④溜池の利活用については, 農業用水の利用がほとん
どであり, その活用も現状のままがほとんどであっ
た。
統計の整備により溜池の存在形態が, より詳細に考察
することができるよう になった。 しかしながら, その統
計の精度については, 多少の問題があることが本研究過
程の中でも確認された。 i留池の数は膨大であるこ ともさ
日本における溜池の存在形態と動向
ることながら, その事業主体は集落または申し合わせ組
合といった私的所有が大部分を占めていることが, デー
タ収集や調査において大きな障壁となっていると考えら
れる。 ただし, 近年では溜池を地域資産と して捉える考
え方や, 2004年の相次ぐ台風の際の災害にみられるよう
に防災の上で溜池のもつ役割や意味が取り上げられるよ
う になってきた。 このよう な溜池をめぐる社会的要請か
ら, より正確な統計であるとともに, 災害等が発生して
緊急的に把握するのではなく, 恒常的に全体や実態を把
握し, それを地域開発に活用していく ことが望まれる。 
付記
本稿は, 南埜 (2006) の論考にGISの手法を取り入
れた考察を加えて, 再構成したものである。 本稿の内容
の一部は, 地理科学学会春季学術大会 (2015年 5 月, 広
島大学) にて発表しました。 なお本研究では平成24~ 27 
年度科学研究費補助金 基盤研究 ( C ) 「、溜池を軸とす
る持続的な地域づく りと溜池学の創造」(代表 : 南埜
猛 課題番号24520889) の一部を使用した 0 
注
1 ) 公文書では 「溜」 が常用漢字でないために, 「ため
池」 の表記が用いられている。 竹内(1980) など地理
学での論文では 「溜池」 の表記が多く用いられてきた。 
本稿では, 一般名称や学術用語の場合は 「溜池」 と表
記し, 公文書や各種事業名称についてはそれぞれのオ
リ ジナルの表記のまま 「溜池」 や 「ため池」 と表記す
る。 
2 ) 溜池を潰して廃止し, その土地を異なるものに利活
用すること。 
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